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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 26,378 △0.7 △705 ― △631 ― △1,327 ―
22年3月期第3四半期 26,560 △20.3 △595 ― △561 ― △494 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △15.57 ―
22年3月期第3四半期 △5.79 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 44,738 18,634 41.2 216.29
22年3月期 47,778 20,385 42.2 236.61

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  18,434百万円 22年3月期  20,167百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
23年3月期 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
3.00 3.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,400 △2.1 300 △70.7 130 △88.0 △1,020 ― △11.97



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって大きく
異なる結果となる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.５「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 85,382,196株 22年3月期  85,382,196株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  151,605株 22年3月期  147,099株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 85,232,906株 22年3月期3Q 85,237,040株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報  

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、第２四半期からの急速な円高の進行等により輸出は緩やかに

減少し、国内の生産も第３四半期に下げ止まりの兆しが見られるものの低調に推移しました。また、依然として厳

しい雇用情勢や緩やかなデフレ傾向が継続し、景気は足踏み状態が続きました。 

 このような状況の下、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、船舶港湾機器事業は新興国の需要増

により海運市況が持ち直したことから海外市場を中心にバルクキャリア船等の新造船受注が回復し受注は堅調に推

移したものの売上は低調に推移しました。防衛・通信機器事業も受注は堅調に推移しましたが、売上は防衛市場や

海上交通機器市場での官公庁予算の削減や通信機器市場でのインフラ投資の低迷等により低調に推移しました。ま

た、流体機器事業では、民需市場の一部に回復の兆しが見られるものの、官需市場の低迷により受注、売上ともに

低調に推移しました。一方、油空圧機器事業は、アジアを中心とした海外市場の好況と、外需の牽引による国内市

場の回復から受注、売上ともに好調に推移しました。 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比182百万円減の26,378百万円、営業損失

は705百万円（前年同期営業損失595百万円）、経常損失は631百万円（前年同期経常損失561百万円）となりまし

た。また、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う特別損失（863百万円）を計上したことなどにより、四半

期純損失は1,327百万円（前年同期四半期純損失494百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。  

［船舶港湾機器事業］ 

 当事業の商船市場では、国内造船所の建造隻数は引き続き高水準を維持しているものの、在来船の換装需要が依

然として低迷していることから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 内航船市場では、内航海運の輸送量が緩やかに回復しているものの老齢船の代替需要は依然として低迷しており

建造隻数は前年に比べ減少したことから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 海外市場では、韓国、中国の造船所で新造船受注が堅調に推移したことから受注は前年同期を大きく上回りまし

たが、引き続き一部の造船所で新造船の建造延期が続いていること、前期好調であったOEMのジャイロコンパスが

低調に推移したこと、円高が継続していることなどから、売上は前年同期を下回りました。 

 船舶関連商品の保守用部品の販売は、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は6,892百万円、営業利益は49百万円となりました。 

  

〔油空圧機器事業〕 

 当事業のプラスチック加工機械市場、建設機械市場及び海外市場では、中国を始めとした東アジア向け需要が引

き続き好調であったことから、受注、売上ともに前年同期を大きく上回りました。工作機械市場では、東アジア向

け需要が好調なことに加え国内需要も一般機械等を中心に堅調に推移したことから受注、売上ともに前年同期を大

きく上回りました。 

 油圧応用装置は、水門ゲート用油圧装置等が低調に推移したものの、船舶のバルクキャリア船向けハッチカバー

開閉装置や半導体市場向け装置等が寄与し、受注、売上ともに前年同期並みとなりました。 

 この結果、当事業全体として売上高は8,314百万円、営業利益は235百万円となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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〔流体機器事業〕 

 当事業の官需市場では、上水道及び農業用水管理システムの官公庁等の予算執行の遅れや延期などにより受注、

売上ともに前年同期を下回りました。 

 民需市場では、設備投資抑制により景況が依然として低調なことから受注は前年同期を下回りましたが、船舶接

岸速度計や省エネ設備市場へのポータブル超音波流量計の販売が好調であったことにより売上は前年同期を上回り

ました。 

 海外市場では、円高の影響等により、受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は864百万円、営業損失は273百万円となりました。 

  

〔防衛・通信機器事業〕 

 当事業の防衛市場では、CH-47輸送ヘリコプター用油圧機器の補用品の増加、艦艇用レーダー表示器の老朽化更

新、海外メーカー装備品の修理等の増加、F-15主力戦闘機用油圧機器修理の数量増及び電子機器総合試験装置の構

成品修理の増加により、受注は前年同期を大きく上回りましたが、XC-2新輸送機用受信機や偵察機用レーダー警戒

装置APR-4A改修が昨年度で納入完了したこと、またSH-60K対潜哨戒ヘリコプター用逆探装置HLR-108Cの納入数量等

が減少したことなどから、売上は前年同期を大きく下回りました。 

 海上交通機器市場では、海上保安庁関連の予算の縮小により受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 通信機器市場では、依然として通信インフラ関連機器が低調であることに加え、放送業界の設備投資が抑制され

たことから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 センサー機器市場では、トンネル関連機器の引き合いが減少傾向にあるものの、地方自治体向け地震計用加速度

センサーの換装需要が増加したことにより、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 この結果、当事業全体として売上高は7,778百万円、営業損失は547百万円となりました。 

  

〔その他の事業〕 

 検品機器は、国内のグラビア印刷市場やフィルム等素材市場の設備投資が回復基調になったことに加え海外需要

が増加したことなどにより、受注、売上ともに前年同期を上回りました。 

 防災機器は、保守部品販売・修理工事は堅調に推移したものの、景気後退の影響により消火設備設置工事の新規

設置案件が減少したことから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。 

 鉄道機器は、探傷車の受注や分岐器検査装置等の販売が好調に推移し、受注、売上ともに前年同期を上回りまし

た。 

 この結果、当事業全体として売上高は2,528百万円、営業利益は132百万円となりました。 

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期末の流動資産は、前期末に比べて2,596百万円減少し33,674百万円となりました。これは、現金及

び預金並びに受取手形及び売掛金が減少したことによるものです。また、固定資産は前期末に比べて444百万円減

少し、11,064百万円となりました。これは、有形固定資産の減価償却に伴う減少及び投資有価証券の減少並びに資

産除去債務会計基準の適用に伴い差入保証金が減少したことによるものです。この結果、資産合計は、前期末の資

産合計47,778百万円から3,040百万円減少し、44,738百万円となりました。 

 流動負債は、前期末に比べて414百万円減少し17,582百万円となりました。これは支払手形及び買掛金並びに賞

与引当金が減少したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて875百万円減少し、8,523百万円となりまし

た。これは、資産除去債務に関する会計基準の適用に伴い資産除去債務が増加したものの、長期借入金、退職給付

引当金が減少したことによるものです。この結果、負債合計は前期末の負債合計27,393百万円から1,289百万円減

少し、26,104百万円となりました。 

 純資産合計は、前期末の純資産合計20,385百万円から1,752百万円減少し、18,634百万円となりました。これは

主に配当金の支払い及び四半期純損失による利益剰余金の減少並びにその他有価証券評価差額金が減少したことに

よるものです。この結果、自己資本比率は前期末42.2％から1.0ポイント減少し、41.2％となりました。 
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（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は7,884百万円と前年同期比328

百万円（4.0％）減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は2,220百万円（前年同期比2,009百万円<951.8％>増加）となりました。その主な

要因は、税金等調整前当期純損失1,565百万円、たな卸資産の増加1,344百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴

う影響額863百万円及び減価償却費733百万円によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は180百万円（前年同期比266百万円<59.6％>減少）となりました。その主な要因

は、固定資産の取得による支出249百万円及び投資有価証券の売却による収入71百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は1,586百万円（前年同期比378百万円<19.2%>減少）となりました。その主な要因

は、短期借入金の純減少430百万円、長期借入金の返済による支出918百万円及び配当金の支払256百万円によるも

のです。  

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の連結業績予想については、平成22年５月11日に公表しました業績予想からの変更はありませ

ん。 
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（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法において前連結会計年度の決算において算定した貸倒実績率を使用してお

ります。 

②当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法

定実効税率を使用する方法によっております。 

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

１．「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公

表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月

10日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

  

２．資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

  これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失は43百万円、経常損失は44百万円、税金等調整前四半

期純損失は907百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は783

百万円であります。 

  

３．企業結合に関する会計基準等の適用  

  第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。  

  

４．表示方法の変更  

 （四半期連結損益計算書） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５

号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示し

ております。 

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,889 11,881

受取手形及び売掛金 12,762 13,064

商品及び製品 1,324 1,124

仕掛品 5,308 4,584

原材料及び貯蔵品 5,081 4,666

その他 1,352 991

貸倒引当金 △42 △40

流動資産合計 33,674 36,270

固定資産   

有形固定資産 5,765 6,130

無形固定資産   

のれん 41 53

その他 135 35

無形固定資産合計 176 88

投資その他の資産   

その他 5,186 5,351

貸倒引当金 △62 △61

投資その他の資産合計 5,124 5,290

固定資産合計 11,064 11,508

資産合計 44,738 47,778

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,856 5,157

短期借入金 10,354 10,365

未払法人税等 59 131

賞与引当金 497 692

その他 1,815 1,650

流動負債合計 17,582 17,995

固定負債   

長期借入金 2,697 3,988

退職給付引当金 4,438 5,115

引当金 286 263

資産除去債務 785 －

その他 318 32

固定負債合計 8,523 9,398

負債合計 26,104 27,393
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 11,102 12,685

自己株式 △28 △27

株主資本合計 18,306 19,889

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 269 380

為替換算調整勘定 △140 △102

評価・換算差額等合計 129 278

少数株主持分 199 218

純資産合計 18,634 20,385

負債純資産合計 44,738 47,778
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 26,560 26,378

売上原価 20,563 20,383

売上総利益 5,997 5,995

販売費及び一般管理費 6,592 6,700

営業損失（△） △595 △705

営業外収益   

受取利息 14 10

受取配当金 36 47

生命保険配当金 38 38

持分法による投資利益 19 66

助成金収入 46 －

補助金収入 － 24

その他 61 61

営業外収益合計 213 245

営業外費用   

支払利息 128 106

為替差損 － 43

その他 51 22

営業外費用合計 179 171

経常損失（△） △561 △631

特別利益   

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 6 －

投資有価証券売却益 － 35

特別利益合計 6 35

特別損失   

固定資産除売却損 11 68

投資有価証券売却損 14 5

投資有価証券評価損 112 33

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 863

特別損失合計 137 969

税金等調整前四半期純損失（△） △691 △1,565

法人税等 △194 △223

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,342

少数株主損失（△） △4 △15

四半期純損失（△） △494 △1,327
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △691 △1,565

減価償却費 821 733

のれん償却額 37 12

差入保証金償却額 － 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 3

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72 △677

賞与引当金の増減額（△は減少） △527 △194

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1 23

受取利息及び受取配当金 △50 △57

支払利息 128 106

持分法による投資損益（△は益） △19 △66

投資有価証券売却損益（△は益） 14 △30

投資有価証券評価損益（△は益） 112 33

固定資産除売却損益（△は益） 11 68

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 863

売上債権の増減額（△は増加） 1,119 296

たな卸資産の増減額（△は増加） △434 △1,344

仕入債務の増減額（△は減少） △607 △297

その他の資産の増減額（△は増加） 144 △168

その他の負債の増減額（△は減少） △135 221

その他 16 13

小計 △6 △2,002

利息及び配当金の受取額 53 55

利息の支払額 △135 △118

法人税等の支払額 △123 △155

営業活動によるキャッシュ・フロー △211 △2,220

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △167 △4

投資有価証券の売却による収入 35 71

固定資産の取得による支出 △362 △249

固定資産の売却による収入 0 5

貸付けによる支出 △7 △3

貸付金の回収による収入 16 6

その他 38 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △446 △180

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △600 △430

長期借入れによる収入 － 45

長期借入金の返済による支出 △1,100 △918

リース債務の返済による支出 △4 △22

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △256 △256

少数株主への配当金の支払額 △3 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,963 △1,586

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,620 △3,992

現金及び現金同等物の期首残高 10,832 11,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,212 7,884
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該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】  

 前第３四半期連結累計期間については、全セグメントの売上高の合計に占める本国の割合が90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
船舶港湾
機器事業 
（百万円） 

油空圧 
機器事業 
（百万円） 

流体 
機器事業 
（百万円） 

防衛・通信
機器事業 
（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                 

(1）外部顧客に対する 
売上高 

 7,622  5,691  994  9,606  2,647  26,560  －  26,560

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 92  39  －  103  915  1,150 (1,150)  －

計  7,714  5,730  994  9,709  3,563  27,710 (1,150)  26,560

営業利益又は営業損失(△)  393  △553  △237  △184  △13  △595 (－)  △595

  アジア 欧州 米州 その他 合計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  3,259  308  587  407  4,561

Ⅱ 連結売上高（百万円）          26,560

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 12.3  1.2  2.2  1.5  17.2

- 10 -

東京計器㈱　（7721）　平成23年3月期　第３四半期決算短信



【セグメント情報】  

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営執行に関す

る意思決定機関である経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。  

 当社は、本社に製品別に事業部を置き、さらにその中を製品の内容に応じて事業統括部に区分しておりま

す。各事業統括部は、取扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。 

 従って、当社は、事業統括部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「船舶港湾機器事

業」、「油空圧機器事業」、「流体機器事業」及び「防衛・通信機器事業」の４つを報告セグメントとして

おります。 

 「船舶港湾機器事業」は、船舶港湾機器の製造・販売・修理を行っております。「油空圧機器事業」は、

油空圧機器及び油圧応用装置の製造・販売・修理を行っております。「流体機器事業」は、流体機器の製

造・販売・修理を行っております。「防衛・通信機器事業」は、防衛関連機器、海上交通機器、通信機器及

びセンサー機器の製造・販売・修理を行っております。   

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

（注）「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

道路関連機器事業、トンネル関連機器事業、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リー

ス業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項   

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

 従来、道路関連機器事業及びトンネル関連機器事業を「その他の事業」に含めておりましたが、当第３四

半期連結会計期間より、「防衛・通信機器事業」のセンサー機器に含めることに変更しております。 

 この変更は、平成22年10月１日付で連結子会社である東京計器コンストラクションシステム（株）の道路

関連機器事業及びトンネル関連機器事業を当社が事業譲受したことを機に、当社の経営資源の配分の決定及

び業績を評価するために定期的に検討を行う対象が変更となったことによるものであります。  

   

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。   

  

該当事項はありません。  

  

  

  

報告セグメント 
その他の
事業 
（注） 

合計 
調整額 

  

四半期連結
損益計算書
計上額 

  
船舶港湾
機器事業

油空圧 
機器事業 

流体 
機器事業

防衛・通信
機器事業

計 

売上高                   

外部顧客への

売上高 
6,892 8,314 864 7,778 23,848 2,528 26,377 1 26,378 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

84 71 － 139 293 923 1,216 △1,216 － 

計 6,976 8,385 864 7,916 24,142 3,451 27,593 △1,215 26,378 

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

49 235 △273 △547 △536 132 △404 △301 △705 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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